
平成２０年度森林・林業白書に関する新聞等の報道

１ 社説等論調（１社）
紙名（日付） 記事の紹介（一部）

日本農業 【低炭素社会を追い風に】

新聞 ・温暖化の状況や政府の取組を紹介するとともに、木材利用で炭素の蓄

(5/14) 積と化石燃料の使用を減らす取組を提案。木材利用が林業活性化に結

びつくように取り組むべき。

・排出量取引やカーボンオフセットなど新しい仕組みを紹介し、低炭素

社会の実現に向けて、森林や木材が役立つことを強調。

・肝心なのは、この追い風を生かして、林業地帯である山間地域を活性

化すること。伐期を迎えても切り出す経費が木材価格より高く、森林

整備が十分に行われていない。

・低コストに間伐や伐採をするには、路網の整備が必要。国産材の利用

拡大も含め、こうした対策に林野庁は助成策を用意し、国民の理解を

得て一層取り組むべき。

２ 一般記事
①一般紙
（全国紙：６社）
紙名（日付） 記事の紹介（一部）

共同通信 【森林間伐材使い山村活性化 温暖化対策へ森林白書】

(5/12) ・森林に放置されている間伐材の燃料化などで収益を木材生産者に還元

し「林業や山村を活性化することで森林を守り育て、木材を無駄なく

使っていくことが低炭素社会実現の鍵」と指摘。

【ロシア材の輸入激減製材業界、国産に転換】

・ロシア材の輸入量が、同国の輸出関税引き上げの影響で激減し、製材

業界で原料を国産材に転換する動きが出ている現状を報告。

時事通信 【間伐材をバイオマス燃料に＝低炭素社会実現へ提言－林業白書】(HP)

(5/12) ・低炭素社会実現に向けた森林の役割をテーマに、森林の適正な整備や

木材の用途拡大の必要性を強調。

産経 【ロシア材激減への対応急務 森林・林業白書を閣議決定】(HP)

(5/12) ・地球温暖化対策としての間伐材の有効利用を推進する考えを示すとと

もに、ロシア材の輸入が同国の輸出関税引き上げで激減し、国産材へ

の原料転換への対応が急務となっている現状を指摘。

日本経済 【ロシア丸太の輸出関税上げで国産木材に転換の動き 森林・林業白書】(HP)

(5/12) ・建築用などの丸太について、ロシアの輸出関税率の引き上げに伴い、

製材業者の中に材料を国産材に転換する動きが広がっていると指摘。

毎日 【林業白書：露からの輸入急減、国産木材に追い風】(HP)

(5/12) ・ロシアが木材の輸出関税を引き上げ始め、日本のロシア産木材輸入が

急減。国内の製材業界では、原料を国産材に転換する動きが強まって

いることを紹介。

朝日 【ロシア産業保護丸太輸出を抑制】

(5/13) ・ロシアが段階的に輸出関税を引き上げていることからロシア材の輸入

が激減。国産材へのシフトが急務。

・国内材の自給率は増加傾向にあり、林業には追い風。安定供給が課題。
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（地方紙：紙面 16社）

紙 名 日付 見 出 し

北海道 5/12 CO2排出量の相殺事業を推進

東奥日報 5/12 間伐材使い山村活性化 政府 温暖化対策へ森林白書

秋田魁新報 5/13 木質バイオ燃料普及へ 間伐材で山村活性化

山梨日日 5/13 木質バイオ普及図る 間伐材使い山村活性化

富山 5/13 森林・林業白書を決定

北日本 5/13 間伐材で林業元気に

北陸中日 5/13 温暖化防止へ間伐材燃料化

福井 5/13 ロシア材輸入激減 北陸の製材業影響大

信濃毎日 5/12 間伐材の燃料化を 温暖化対策普及図る

中日 5/13 温暖化防止へ間伐材燃料化

奈良 5/13 間伐材使い山村活性化 木質バイオ燃料普及図る ロシア材

の輸入激減

山陰中央新報 5/13 間伐材使い山村活性化 温暖化対策 木質燃料普及図る

佐賀 5/13 間伐材でバイオ燃料 山村活性化へ普及促進

長崎 5/13 間伐材の燃料化促進 温暖化対策へ森林白書

大分合同 5/12 山村活性化に間伐材 燃料化し収益還元

南海日日 5/13 間伐材使い山村活性化 木質バイオ燃料普及図る

（地方紙：HP 31社）

紙 名 日付 見 出 し

共同通信配信 5/12 森林間伐材使い山村活性化 温暖化対策へ森林白書

（掲載紙）

北海道、岩手日報、秋田魁新報、山形、福島民報、下野、千

葉日報、東京、山梨日日、北日本、福井、信濃毎日、岐阜、

静岡、京都、大阪日日、神戸、日本海、山陰中央新報、山陽、

中国、四国、愛媛、高知、西日本、佐賀、長崎、熊本日日、

宮崎日日、琉球新報

中日 5/12 政府、間伐材の燃料化促進 森林白書で「低炭素社会へ鍵」

② 業界紙（３社）

紙 名 日付 見 出 し

林経新聞 5/18 低炭素社会創る森林 追い風森林育成に生かせ

林材新聞 5/20 特集テーマは「低炭素社会を創る森林」、環境による雇用創出、

経済回復へ貢献

日本農業新聞 5/13 温暖化防ぐ森 PR

5/14 論説 低炭素社会を追い風に



３ 森林・林業関係情報誌等（４社）

紙名（日付） 記事の紹介（一部）

林 政 ニ ュ 【『森林・林業白書』公表、「低炭素社会と森林」を特集】

ース ・特集テーマ「低炭素社会を創る森林」では、地球温暖化防止に貢献す

(5/13) る森林の役割や国産材利用の重要性を最新の知見をもとに論じている。

・とくに力点を置いたのは、新たに制度化された排出量取引やカーボン

・オフセットなどを通じた取組。『白書』は、森林吸収量の位置づけに

ついても整理しており、森林・木材に新しい経済的価値を付与し、収

益を生み出す意義があると評価している。

週刊農林 【解説 林業新定義「低炭素社会の担い手」】

(5/15) ・特集に「低炭素社会を創る森林」をテーマに取り上げるとともに、ト

ピックスのトップに「低炭素社会の実現に向けた新たな取組」を持っ

てきた。

・排出量取引、カーボン・オフセットによるクレジット制度の活用が広

がることで、森林整備資金が森林所有者に還元され、森林の適切な整

備による森林の温暖化防止機能の発揮に貢献することを大きく期待。

・また、林業を“低炭素社会実現の担い手”という新たな位置づけを導

入しており、今後、林業の地位をどのようにして引き上げていくのか、

具体論の展開が待たれる。

農 村 ニ ュ 【効率的な素材生産 路網と機械の組合せ評価】

ース ・路網や高性能林業機械の導入で高い生産性を上げていることを評価、

(5/18) と紹介したうえで、林業分野における経営規模、森林組合、素材生産

業者に関するデータを引用。

森林組合 【スポット解説 平成20年度森林・林業白書】

(6/20) ・森林・林業白書と言うよりは、温暖化白書のような感じ。木質バイオ

マスに関することを重点的に取り上げ。

・また、排出量取引などの新しい仕組みづくりについても記述。

・オフセット・クレジットなどは、林業や山村への活用が期待されると

ともに、仕組みの理解が必要。



林 野 庁 企 画 課

平成２０年度森林・林業白書の広報・普及について

平成20年度森林・林業白書の広報・普及については、例年通り、広く一般向けに周知す

ることを目的とした市販本の出版、農林水３白書の合同説明会の開催、業界紙等への概要

記事の掲載等を行った。

また、本年度は、「農林水産省改革の行程表」において国民視点に立った政策・業務の

実行が求められたことを踏まえ、大学等での説明会を開催している。

１. 出版

日本林業協会(5,300部)

農林統計協会(4,000部)

２. 説明会等

(1)農林水産白書合同説明会

地方農政局等９ブロック

(札幌・仙台・さいたま・金沢・名古屋・京都・岡山・熊本・那覇)

(2)団体等

林業広報連絡会(6/3)

日本林政ジャーナリストの会(6/4)

森林レクリエーション協会(6/10)

全国森林組合連合会(林業雇用改善アドバイザー全国研修会)(6/12)

消費科学連合会(11月)

(3)大学

北海道大(5/18)、岩手大(7/21)、東京大(９月中)、東京農工大(6/26)、岡山大(5/2

7)、九州大(6/15)、中央大(6/5)、東京農大(6/15)、日本大(９月中)

(4)その他

森林技術総合研修所(専攻科)(5/15)

東京都教育委員会(5/14)

３. 概要記事

「森林と林業 ５月号」(日本林業協会)

「林野 ６月号」(林野庁広報室)

「森林レクリエーション ７月号」(森林レクリエーション協会)

「山林 ７月号」（大日本山林会）
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平成２１年度森林・林業白書の作成方針（案）

森林・林業白書(2000(H12)年度以前は「林業白書」)は、1964(S39)年の刊行開始以来、

45回刊行されてきた。この間、1972(S47)年度に特集章が設けられるとともに、近年は、

カラー化(1989(H1)年度)、Ａ４版化(2000(H12)年度)、トピックスの追加(2002(H14)年度)

が行われるなど、国民一般の森林・林業等に関する理解の深化に大きな役割を果たしてき

たところである。

他方、各地方農政局等で開催された農林水３白書合同説明会でのアンケート結果におい

ては、「現状の分析をもう少しするべき」「『一般的』という印象」「大きな問題点を研究し

てほしい」など専門的な内容を求める意見も寄せられている。

このようなことから、平成21年度の森林・林業白書においては、国民一般向けの記述と

関係者向けの記述を整理し、次の通り作成することとする。

１. 森林及び林業の動向

(1) トピックス

白書の冒頭にトピックスを配置する。トピックスでは、森林の整備、林業･山村の

活性化、国産材の利用などの重要性について広く国民に広報し、理解を深めることを

ねらいとして、国民に広く周知すべき特徴的な動きを白書本体から抜き出して一般の

読者向けに平易に紹介･解説する。

(2) 本体

白書の本体は、データ･図表･事例等を盛り込みつつ、行政･団体･大学等の関係者の

実務に資するような現状･課題の分析を主体に記述する。具体的には以下の通り。

① 第Ⅰ章を特集章とし、第Ⅱ章以下を通常章とする。

② 今年度の特集章では、我が国の森林資源が充実し、その循環利用が求められる中、

諸外国において極めて効率的な生産が行われていることを踏まえ、これと競争し

得る持続的な林業経営の確立に向けた取組について記述する。なお、近年の特集

章の分量が過大になっているきらいがあることから、全体的なスリム化を図る。

③ 通常章は、「温暖化対策」「森林」「林業」「木材産業」「国有林」の章立てとし、

森林･林業基本計画に定める「総合的かつ計画的に講ずべき施策」に準じた項目

で記述する。なお、各年度の白書の項目が概ね一定のものとなるよう配慮する。

２. 森林及び林業に関して講じた施策、講じようとする森林及び林業施策

森林･林業基本計画に定める「総合的かつ計画的に講ずべき施策」の項目に準じた構

成とし、施策内容をわかりやすく記載する。

３. その他

各項目に盛り込むべき事項のフォーマットの設定、１ページあたりの文字数(約1,200

字)の見直し、イラスト・グラフの様式や年表記などの統一、節の変わり目などの不必

要なスペースの削除など、編集面での改善を図る。
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これまでの森林・林業白書（林業白書）の特集について

年度 テーマ名

昭和４７年度 国民生活と森林・林業、国有林野事業の課題

４８年度 森林資源をめぐる課題

４９年度 林業の発展と山村地域の課題

５０年度 林業の発展と林家の課題

５１年度 林業の地域的発展をめぐる課題

５２年度 木材需給と林業発展の課題

５３年度 林業の発展と森林資源の整備をめぐる課題

５４年度 地域林業の担い手育成をめぐる課題

５５年度 木材需給構造の変化と流通加工部門の対応

５６年度 林業経営の現状と林業発展の課題

５７年度 森林管理の現状と緑資源確保の確保

５８年度 林政の推進と国有林野

５９年度 国産材時代への挑戦

６０年度 森林資源整備の新たな展開を目指して

６１年度 試練にたつ日本林業とその活力回復に向けて

６２年度 新たな林業技術体系の構築

６３年度 豊かな国民生活のための森林づくり

平成 元年度 国民のニーズにこたえる木材の供給と国内森林資源の有効活用

２年度 森林管理とその担い手のあり方

３年度 森林の管理と山村の活性化

４年度 地球環境を守る森林・林業

５年度 森林と木の時代を目指して
－森林・林業、木材産業の３０年の回顧と展望－

６年度 森林文化の新たな展開を目指して

７年度 林業、木材産業の活性化に向けて

８年度 木材の消費・流通構造と国産材供給の課題

９年度 国有林野事業の抜本的改革

１０年度 木材の利用推進と森林の適切な整備
－木材を軸とした循環型社会の構築に向けて－

１１年度 世紀を超えた森林整備の推進
－安全な国土と豊かなくらしの実現に向けて－

１２年度 これまでの林政の推移と新たな基本政策の方向

１３年度 森林と国民との新たな関係の創造に向けて

１４年度 世界の森林の動向と我が国の森林整備の方向

１５年度 新たな「木の時代」を目指して

１６年度 次世代へと森林を活かし続けるために

１７年度 国民全体で支える森林

１８年度 健全な森林を育てる力強い林業・木材産業を目指して

１９年度 林業の新たな挑戦

２０年度 低炭素社会を創る森林

注：特集は昭和４７年度から掲載
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林政審議会施策部会における審議スケジュール（案）

21年 ７月15日 第１回施策部会

・作成方針(案)等

10月 第２回施策部会

・平成21年度森林及び林業の動向（構成と内容(案)）等

22年 １月 第３回施策部会

・平成21年度森林及び林業の動向(１次案)

・平成22年度森林及び林業施策(構成(案))

２月 第４回施策部会

・平成21年度森林及び林業の動向(２次案)

・平成22年度森林及び林業施策(案)

３月

林政審議会

・平成21年度森林及び林業の動向(案)

・平成22年度森林及び林業施策(案)

（諮問・答申）

４月中旬～５月上旬

閣議決定・国会提出

５
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平成２１年度森林・林業施策と関連する主な動き（参考）

Ⅰ 森林のもつ多面的機能の持続的な発揮に向けた整備と保全

○「美しい森林づくり推進国民運動」の展開
も り

→ 国土の３分の２を占める森林を適切に整備・保全し、緑豊かな国土を次世代に引
き継いでいくことを目指して、「美しい森林づくり推進国民運動」を展開。（資料
６－１）

・麻生総理の出席の下、第３回「美しい森林づくり全国推進会議」が開催（６月
22日）され、構成団体等の森林づくり活動の報告等を実施。

・昨年12月には、運動の一層の拡大・浸透を図るため、新たにロゴマークを制定
するとともに、国民の方々や企業等が運動に参加しやすいよう、運動に参加・
協力くださるこれらの方々を「フォレスト・サポーターズ」と総称し、登録す
る仕組みを開始したところ。

○京都議定書の目標達成のため森林整備を加速化
→ 森林吸収源対策の推進（資料６－２、３）

・京都議定書森林吸収目標(1,300万炭素トン)の達成を図るために、平成19年度以
降、毎年、追加的な20万haの間伐の実施に必要な予算を計上しており、平成21
年度補正予算においても、20万haを超える追加的間伐に必要な予算（820億円）
を措置。

→ 「排出量取引の国内統合市場の試行的実施」や「オフセット・クレジット(J-VER)
制度」が昨年から開始され、木質バイオマス利用による排出削減プロジェクトや
間伐等の森林吸収プロジェクトの承認・登録を推進。（資料６－４、５）

→ 2013年以降の京都議定書第１約束期間後の枠組みに関する国際的な議論において、
本年12月の気候変動枠組条約第15回締約国会議（COP15）での合意に向けて、森林
吸収源の取扱いや、途上国の森林減少・劣化に由来する排出の削減について、議
論が本格化。（資料６－６）

→ 平成21年６月10日に麻生総理より、我が国の2020年の温室効果ガス排出削減の中
期目標を2005年比15％削減と発表。森林吸収源の取扱いについては、今後の国際
交渉を見極めた上で判断。（資料６－７）

○多様で健全な森林への誘導に向けた効率的・効果的な整備
→ 間伐に加え、100年先を見据えた長伐期化、広葉樹林化等の多様な森林づくりを推

進。

→ 今後の森林における生物多様性保全に向けた森林・林業施策の展開方策の検討を
行うため、研究者・林業関係者・環境NPO等の学識経験者からなる「森林における
生物多様性保全の推進方策検討会」を平成20年12月に設置。（資料６－８）
・検討会では、生物多様性の損失に伴う問題を明らかにするとともに、森林にお

ける生物多様性の保全に向けた望ましい方向やその実現を図るための森林・林
業施策の具体的方策について検討。７月中に報告書を公表予定。

→ 総務省、林野庁及び地方公共団体で構成する検討会において、林業公社の経営対
策、今後の森林整備のあり方の検討を行い、平成21年６月に報告書を取りまとめ。
（資料６－９）

６
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○花粉発生源対策の推進
→ 花粉発生源対策として花粉の少ない森林への転換を促進するため、これまでの協

力金交付等に加え、平成21年度補正予算において、新たに、首都圏近郊等におけ
る花粉の多いスギの伐採・植替えを促進するための取組や、優良苗木の供給、低
コスト造林の推進等を支援。（資料６－２、３）

○流域保全のための効率的かつ総合的な国土保全対策の推進
→ 平成20年 岩手・宮城内陸地震により発生した山地災害への対応（資料６－10）

・岩手・宮城両県において、激甚な被害を受けた地域の早期復旧に向けて、国有
林と民有林が連携して治山対策を推進するとともに、特に大規模な山地災害が
発生した民有林において、新たに民有林直轄治山事業（迫川地区、宮城県栗原
市）に着手。

○国民の理解の下での森林整備の社会的コスト負担の検討
→ 地方における森林整備・保全を目的とした独自課税の取組が活発化

・平成21年までに30県で導入。

Ⅱ 林業の持続的かつ健全な発展と森林を支える山村の活性化

○望ましい林業構造の確立
→ 作業路網と高性能林業機械を組み合わせた低コスト・高効率な作業システムの整

備、実証及び普及を推進。

→ 提案型集約化施業の推進
・平成21年度から、地域の集約化と施業の推進母体として、市町村・林業事業体

等からなる「地域集約化促進協議会」を設置し、提案型集約化施業の面的拡大
を促進。

・森林施業プランナー育成研修を平成19年度より実施し、提案型集約化施業を推
進。さらに平成21年度から、提案型集約化施業の取組状況を評価する「実践体
制基礎評価」を実施し、取組内容の質の向上を図っているところ。

→ 不在村森林所有者への森林施業の働きかけを強化
・平成21年度から、これまで働きかけが困難であった不在村森林所有者に対して、

ダイレクトメールの送付による網羅的な働きかけを開始。

○林業の担い手の確保・育成
→ 農林漁業における雇用創出に向けた取組（資料６－２、３、11）

・農林水産省雇用対策推進本部において、各分野での雇用創出に向けた課題を整
理し、短期的課題に対しては平成21年度補正予算で「トライアル雇用」事業等
を実施。中長期的課題に対しては「林業労働力の確保の促進に関する基本方針」
の見直しに着手。

→ 平成21年度から新たに山村地域の小・中学生に対する森林・林業の意義や重要性
を理解させるための林業体験学習等を通じた後継者確保活動を支援。

○地域資源の活用等による魅力ある山村づくりと振興対策の推進
→ 山村再生支援センターの創設（資料６－12、13）

・平成21年度、山村特有の豊富な資源を活用した山村の再生及び低炭素社会の実
現を目指して、｢山村再生支援センター｣を創設。木質バイオマスの活用による
CO2排出削減量のクレジット化及び販売、木質バイオマスの安定供給等について、
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山村と企業等とのマッチングをはじめとした支援を実施。

○特用林産の振興
→ 消費者の国産志向の高まりにより、乾しいたけの市況が堅調に推移していること

もあり、山村地域の森林資源を活用した原木しいたけの生産に取り組む新規参入
者（後継者を含む）が増加。
（平成19年 151戸 → 平成20年 246戸）

Ⅲ 林産物の供給及び利用の確保による国産材競争力の向上

○自給率の向上
→ 平成20年の自給率（用材）は対前年1.4ポイント増加し24.0％（資料６－14）

・用材合計では、対前年比で国産 0.6％増、輸入△ 7.1％、総需要量△ 5.3％
うち製材用は、対前年比で国産△7.3％、 輸入△13.2％、総需要量△10.8％
うち合板用は、対前年比で国産 30.9％増、輸入△15.5％、総需要量△ 8.8％

○木材産業の競争力の向上
→ 平成21年度から新たに、国産材への原料転換を図る製材工場や、生産品目の転換

を図る中小製材工場等と連携する中核工場等に対して、施設整備や技術指導・経
営指導等の支援を新たに実施。また、製紙用間伐材チップの地域における安定供
給体制づくりに対する支援を実施。

○国産材利用の推進
→ 国産材住宅に関する情報を消費者に総合的に提供するためのワンストップ相談窓

口の創設とその機能の一層の充実。（資料６－２、３、15）

→ 住宅・建築物における木材利用を推進するため、産学官関係者により設立された
「木のまち・木のいえ推進フォーラム」の具体的な活動の一つとして、全国各地
の木材の集積地・消費地において交流会形式のリレーフォーラムを開催。（資料６
－15）

→ 「木づかい運動」と木材利用による環境貢献度の定量的評価の推進（資料６－16）

○木質バイオマス利用の推進
→ 木質ペレットの利用拡大

・木質ペレットの国内生産量は、平成15年の４千トンから平成20年の38千トンと
５年間で約10倍の増加。

○国産材の輸出拡大への取組
→ 中国、韓国の見本市への出展（８月上海、平成22年２月ソウル）を継続実施し、

商談活動を支援。

Ⅳ 森林・林業・木材産業に関する研究・技術開発と普及

○研究・技術開発等の効率的・効果的な推進
→ 林地残材や間伐材等の未利用木質資源を利用した新たなビジネスの創造を図るた

め、木質バイオマスからバイオ燃料等へのエネルギー利用やマテリアル利用に向
けた新しい製造システム構築への取組を実施。

→ 多様な形態の森林整備や低コストの作業システムに対応しうるような高性能林業
機械等の開発・改良を実施。
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Ⅴ 国有林野の適切かつ効率的な管理経営の推進

○開かれた「国民の森林」の推進
も り

→ 全国13地域において、農山漁村における体験活動を進める取組とも連携し、森林
・林業体験フィールドの整備等を進めるとともに、「遊々の森」などを活用した学
習・体験活動の普及啓発に向けた「『学校林・遊々の森』全国子どもサミットin四
国」を開催。

→ 本年３月に中尊寺・毛越寺などの岩手県平泉町の歴史的木造建造物の修復用木材
を育成するための協議会が発足し、全国21箇所目となる「木の文化を支える森づ
くり」を推進。

○ 公益的機能の維持増進を旨とする管理経営の推進
→ 広葉樹林化等による多様な森林づくりや、地球温暖化防止対策に貢献する間伐等

の森林整備を確実に実施。民有林と国有林が連携した森林施業団地化による効果
的な低コスト作業システムの導入を推進。

→ 岩手･宮城内陸地震の被災地復旧への対応

→ 平成21年１月の世界自然遺産への推薦を視野に入れ、小笠原諸島森林生態系保護
地域における外来種対策を推進。また、平成24年の世界遺産委員会における定期
報告に向け、世界自然遺産既登録地における保全管理体系を強化。

→ 地方公共団体・NPO等との取組と連携し、野生鳥獣の生育環境の整備や個体数管理
等の総合的対策を実施。

Ⅵ 持続可能な森林経営の実現に向けた国際的な取組の推進

○国際対話への参画及び国際会議の開催等
→ 持続可能な森林経営のための国際会議に参加（資料６－17）

・「第８回国連森林フォーラム」に参加し、資金・技術協力の効率的・効果的な推
進のための方策等について議論（H21.４.20～５.２）。

・「アジア森林パートナーシップ（AFP）」の第８回会合に参加し、「違法伐採及び
そのREDD（途上国における森林減少・劣化に由来する排出の削減）への影響」
を主要テーマに議論（H21.５.27～29）。

・「モントリオール・プロセス」の第20回総会に参加（H21.６.８～12）。本年10
月の第13回世界林業会議でサイドイベントを実施し、我が国が12か国を代表し
てプレゼンテーションを行う予定。

○国際協力の推進
→ 違法伐採対策の推進

・平成21年度内に開催予定の次期G8森林専門家会合に参加し、違法伐採及び関連
取引を食い止めることについて議論。
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講
じ
た
施
策
に
関
す

る
報
告
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

政
府
は
、
毎
年
、
前
項
の
報
告
に
係
る
森
林
及
び
林
業
の
動
向
を
考
慮
し
て
講
じ
よ
う
と
す
る
施
策
を
明
ら
か
に
し
た
文

書
を
作
成
し
、
こ
れ
を
国
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３

政
府
は
、
前
項
の
講
じ
よ
う
と
す
る
施
策
を
明
ら
か
に
し
た
文
書
を
作
成
す
る
に
は
、
林
政
審
議
会
の
意
見
を
聴
か
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。

参考４
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